
Ⅰ　目的
現在日本では、急速な高齢化にともない寝たきり高齢
者や認知症高齢者が増加し、介護保険制度施行移行、要
介護認定者および介護サービス受給者は増加し続けてい
る 1）。また、在院日数の短縮や医療環境の進歩などから、
医療依存度の高い在宅療養者が増加している。そのため、
在宅医療従事者には、高度な専門的知識、質の高いケア、
多様なニーズに対応するサービス提供が求められている。

訪問看護の特徴は、療養者と家族の生活が尊重されな
ければ必要なケアが生活の中に組み込まれないこと 2）で
ある。医療機関においては、疾病の治療を有する療養者
および家族であり、病院という限定された場所で生活を
観て看護を提供していくが、訪問看護では生活の中に入
り療養者が望む生活ができるように、生活者に働きかけ
ていく必要がある。そのため、訪問看護師の能力として、
「利用者・家族との信頼関係形成能力」「生活場面で看護
過程を展開する能力」「予測能力」「家族のケア能力を向
上させる能力」「他職種との連携による問題解決能力」が
必要とされ 3）4）5）、療養者の生活・環境・疾患を包括的
に捉え、訪問看護特有の知識 6）、家族によるケアの向上
や多職種との連携による問題解決など求められる能力が
多岐にわたる 7）。また、訪問先では、1人の訪問看護師
に的確な判断、看護実践が要求されている。そのため、
在宅療養者の介護およびサービスの質向上には、訪問看
護師のスキル向上が必須の課題といえる 8）。訪問看護師
の人材育成の場は、日本訪問看護振興財団等による研修
や、訪問看護を取り巻く現状から独自に企画された研修
会等が報告されている 9）10）。しかし、非常勤職員の訪問
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看護師養成講習会等の受講率の低さ、管理者のスタッフ
育成の優先度が低いことなどが指摘されている 11）。ま
た、訪問看護では、症例を通じて悩みにぶつかることが
多く、外部研修のみでは新入職者への育成をサポートす
ることは難しい。そのため、訪問看護師の人材育成につ
いて、外部研修を充実していくことだけでなく、非常勤
職員を含めた職員育成サポートとして、事業所内の教育
体制を確立していくことが必要と考える。訪問看護ステ
ーションの現任教育の現状の研究については、職場内研
修は実施しているがケース検討会が多いこと 12）、職員
教育としての外部研修の参加実態や研修に対するニーズ
調査 13）14）15）、また、管理者による職員育成の関わりと
して個々の持っている力を探り伸ばす関わり 16）などが
報告されている。しかし、既職者も含めた訪問看護ステ
ーション事業所内における看護職員個々の現任教育に関
する研究はほとんどなく、管理者は手探り状態で教育体
制を模索している状況にあるといえる。
そこで、本研究の目的は、訪問看護ステーションにお
ける現任教育の実態を明らかにし、訪問看護師の人材育
成について考察することである。

Ⅱ　研究の対象と方法
1　対象
社団法人全国訪問看護事業協会に平成21年度加入し
ている訪問看護ステーション3,453事業所の管理者
3,453人である。

2　調査方法および調査期間
自記式質問調査票を作成し、郵送にて調査対象施設へ
配布し、訪問看護ステーション管理者が質問調査票を記
入後、研究者あてに返送してもらった。調査期間は平成
22年9月から10月であった。

3　調査項目
各項目について、大学の看護学教員および訪問看護従
事者1名により、先行研究 2）-15）を基に項目を選定し、項
目内容およびことばの表現を確認し、修正した。
1）訪問看護ステーションの属性
開設主体、併設施設、事業開始年月日、職員数および
職員構成（平成22年4月現在）、平成21年新入職者数お
よび離職者数、収支状況、サービス提供体制強化加算取
得状況について尋ねた。
2）訪問看護師のキャリア状況
ベナーの看護理論 17）を基にキャリアラダーを「新人」、

「一人前」、「中堅」、「達人」の4段階のキャリアラダー表
を作成した。尚、ベナーの看護理論では「初心者」のレ
ベルがあるが、訪問看護では新卒看護師の雇用はほとん
どないこと、また、新卒採用であっても医療機関で臨床

を得てから移動になること 18）を踏まえ、「初心者」を除
く4段階とした。「新人」は「状況をつかむことができな
い。一般ガイドラインに頼っている。」、「一人前」は「長
期目標や計画を立てて、意識的に自分の活動を行うよう
になる」、「中堅」は「状況を部分ではなく全体として捉
えることができきる」、「達人」は「豊富な経験をもとに、
状況を直接的に把握し、問題領域に正確にねらいを定め
ることができる。」とし、訪問看護という状況に置き換
えて、雇用形態別に各段階に応じた訪問看護師の従事者
数を尋ねた。
3）訪問に係わる職員の指導および教育状況
訪問に係わる職員の指導状況について、単独訪問する
時期の設定方法、訪問時の指導体制、ステーション内で
実施している教育内容、勉強会の実施状況、外部研修参
加への支援体制、訪問看護師養成講習会に対する認識、
訪問看護師養成講習会受講状況について尋ねた。
4）現任教育
現任教育の実施状況、新入職者・既職者現任教育プロ
グラムの有無、現任教育プログラムタイプ、訪問看護能
力評価方法について尋ねた。現任教育プログラムは、訪
問看護経験年数別に内容を構成した経年別プログラム、
看護実践能力別に内容を構成した能力別プログラム、雇
用形態別に内容を構成した雇用形態別プログラムの3つ
の選択肢から回答を求めた。訪問看護能力評価方法では、
同行訪問、職員の面接、独自の評価表、既存の評価表、
その他から回答を求めた。

4　分析方法
データの分析は、各変数別に単純記述統計を行った。
データの分析には、統計処理ソフトSPSS22.0 J for 
Windowsを用いた。

5　倫理的配慮
本件研究は山形大学医学部倫理委員会にて承認を得て
行った。調査対象者に、調査協力は自由意志であること、
協力しない場合においても不利益にならないこと、調査
結果は本研究の目的以外に使用しないことを書面にて説
明し、質問調査票の返送をもって研究協力に同意が得ら
れたこととした。

Ⅲ　結果
質問調査票の回収は439（回収率12.5%）、有効回答数

は361（有効回答率82.2%）であった。

1　訪問看護ステーションの概要
訪問看護ステーションの運営状況について表1に示し
た。訪問看護ステーションの事業経歴年数は、平均
10.8±4.5年であった。老人保健法による1992年老人訪
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問看護ステーション開設以降、継続して運営している訪
問看護ステーションは93施設（25.8%）、1988年の社会
保険診療報酬改定から訪問看護を提供している施設は1
施設（0.3%）であった。開設主体は、医療法人が139施
設（39.2%）と多く、次いで営利団体56施設（15.8%）、
社団・財団法人49施設（13.8%）であった。老人訪問看
護制度から事業を継続している93施設では、営利団体
42施設（45.2%）と多く、次いで医療法人25施設
（26.9%）、社会福祉法人9施設（9.7%）であった。

併設施設については、居宅介護支援事業所が209施設
（57.9%）と多く、病院が125施設（13.9%）であり、併
設施設なしは50施設（13.9%）であった。併設施設を医
療施設、保健・福祉施設、通所施設に分類したところ、
医療施設を併設している訪問看護ステーションは167施
設（47.3%）、保健・福祉施設は111施設（31.4%）、通所
施設は230施設（65.2%）であった。
平成21年度における訪問看護ステーションの収支状
況は、黒字と回答した施設が159施設（46.5%）、逆に赤
字と回答した施設は75施設（21.9%）であった。収支別
に併設施設をみると、黒字と回答した施設では、居宅介
護支援事業所を併設している施設は89施設（56.0%）、
病院を併設している施設が54施設（34.0%）、通所介護
事業所を併設している施設は42（26.4%）であった。一
方で、赤字と回答した施設では、居宅介護支援事業所を
併設している施設は44施設（58.7%）、病院を併設して
いる施設は34施設（45.3%）、通所介護事業所を併設し
ている施設は19施設（25.3%）であった。
サービス提供体制強化加算の取得状況では、加算を取
得している施設は260施設（72.8%）であった。収支状
況と合わせて比較すると、黒字と回答した施設でサービ
ス提供体制強化加算を取得している施設は121施設
（76.1%）、赤字と回答した施設で取得している施設は
55施設（73.3%）であった。
訪問看護ステーションの就業者状況について表2に示

した。訪問看護ステーションの平均職員数は7.9±4.6人、
雇用形態別にみると常勤職員4.5±3.0人、非常勤職員
3.4±3.4人であった。訪問看護ステーションの雇用状況
では、新入職者があった施設は214施設（59.9%）、新入
職者は平均1.7±1.3人であった。離職者では181施設
（50.8%）が回答しており、離職者数は平均1.5±1.0人で
あった。職員構成については、看護師のほかに保健師が
従事している施設は40施設（11.1%）、助産師が従事し
ている施設は4施設（1.1%）であった。雇用者数の多い
看護師および准看護師の雇用形態別に割合をみると、看
護師では常勤職員57.0%、非常勤職員43.0%、准看護師
では常勤職員46.1%、非常勤職員53.9%であった。
在職年数別では（表3）、1年未満が317人（12.1%）、

1~3年 未 満 は617人（23.5%）、3～5年 未 満 は537人
（20.5%）、5～10年未満は661人（25.2%）、10年以上は
491人（18.7%）であった。雇用形態別による在職年数
では、常勤者では1年未満が154人（10.2%）、1～3年
未満は311人（20.6%）、3～5年未満は292人（19.3%）、
5～10年 未 満 は408人（27.0%）、10年 以 上 は345人
（22.8%）であった。非常勤者では1年未満は163人
（14.6%）、1～3年未満は306人（27.5%）、3～5年未満
は254人（22.0%）、5～10年 未 満 は253人（22.7%）、
10年以上は146人（13.1%）であった。

表1　訪問看護ステーション概要
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看護職員のキャリアラダー（表4）は、全看護職員では
新人が230人（10.6%）、一人前は667人（30.6%）、中堅
は825人（37.8%）、達人は458人（21.0%）であった。
雇用形態別では、常勤者で新人は81人（6.2%）、一人前
は329人（25.4%）、中堅511人（39.4%）、達人は376人
（29.0%）であった。非常勤者では新人が149人（16.9%）、
一人前は338人（38.3%）、中堅は314人（35.6%）、達人
は82人（9.3%）であった。

2　訪問に関する職員の指導について
訪問に関する職員の指導状況について表5に示した。
看護職員が利用者への初回訪問する際の指導者として、
新入職者、既職者ともに回答項目順は同じであった。多
かった回答は、管理者［新入職者164施設（62.1%）、既
職者172施設（61.4%）］、次いで利用者受け持ち担当看
護 師［ 新 入 職 者91施 設（34.5%）、 既 職 者101施 設
（36.1%）、その日の訪問担当看護師［新入職者80施設
（30.3%）、既職者80施設（28.6%）］であった。単独訪問
の時期の決定については、新入職者、既職者ともに同行
訪問後自動的［新入職者112施設（41.8%）、既職者154
施設（54.6%）］が最も多く、次いで管理者が同行し決定
［新入職者91施設（34.0%）、既職者68施設（24.1%）］で
あった。同行訪問後自動的に単独訪問になると回答した
施設における単独訪問までの同行訪問回数は、新入職者
では平均3.4±6.1回、既職者では平均1.6±1.9回であった。
職員の教育指導者は管理者が担うと回答した施設が多

く［新入職者129施設（54.7%）、既職者146施設（57.0%）］、
次いで多かった項目は「特に決めていない」［新入職者41
施設（17.4%）、既職者62施設（24.2%）］であった。

表2　訪問看護ステーション就業者

表3　在職年数別看護職員割合

表4　キャリアラダー別看護職員割合
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職員の教育内容では、回答の多かった項目は感染管理
203施設（70.5%）であった。50%以上の施設が実施し
ていると回答した教育内容は順に、在宅ターミナル、接
遇、創傷管理、看護倫理、リスクマネジメントであった。
訪問看護ステーションで実施している勉強会について、
定期的に開催している施設は179施設（51.0%）、平成
21年度における平均開催数は11.1±8.3回、不定期に開
催している施設は146施設（41.6%）で、開催数は平均
5.1±4.0回であった。勉強会を実施していない26施設に、
理由について自由記載で回答を求めたところ、14の施
設が「時間的ゆとりがない」、8施設が「併設施設の勉強
会に参加している」、4施設が「外部の研修に参加してい

る」などの意見があった。
外部研修の支援体制では、164施設（46.7%）が種類

により全額補助していると回答していた。全額自己負担
と回答した施設は29施設（8.3%）であった。
訪問看護師養成講習会の認識について（表6）、必要と

回答した施設が多く208施設（58.8%）であった。どちら
かというと必要と回答した施設を合わせると9割以上の
施設が必要と回答していた。受講状況では、希望者のみ
受講させていると回答した施設が多く166施設（47.4%）
であった。受講していないと回答した102施設に理由に
ついて自由記載にて回答を求めたところ、「受講する余
裕が無い」「長時間は難しい」などの理由が挙げられた。

表5　職員の指導状況

表6　訪問看護師養成講習会について
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3　現任教育実施状況（表7）
訪問看護ステーションにおける現任教育の実施状況に
ついて表4に示した。現任教育を実施していると回答し
た施設は235施設（66.6%）、準備中と回答した施設は
25施設（6.9%）であった。
現任教育を実施しているまたは準備中と回答した260施
設に対して、現任教育の状況について尋ねた（表5）。現
任教育プログラムは、新人・既職者プログラムの回答が多
く141施設（54.4%）であった。一方でプログラムがない
施設は25施設（9.7%）であった。プログラムタイプについ
ては、能力別プログラムが78施設（30.0%）、経年別プロ
グラム58施設（22.3%）、雇用形態別プログラム33施設
（12.7%）、無回答91施設（35.0%）であった。
看護職員の技術・能力評価方法では、同行訪問を選択
した施設が多く179施設（68.8%）、次いで職員の面接が
144施設（55.4%）であった。評価表を使用している施
設は、独自の評価表87施設（33.5%）、既存の評価表が
31施設（11.9%）であった。評価時期では141施設
（55.7%）が定期的に評価していると回答し、33施設
（13.0%）が評価していないと回答していた。

Ⅳ　考察
1　訪問看護ステーション運営の現状について
本研究における事業経年平均は10.8年であり、介護保

険法が2000年4月に施行されてからの12年よりやや短
い結果となった。事業経験年数が長い施設では22.8年で
あり、老人保健法の1992年の改正により老人訪問看護が
提供されるようになる前より訪問看護事業を展開してい
ることになる。逆に0.4年と開設して間もない訪問看護ス

テーションもあり、事業経験年数に大きな幅が見られた。
事業を開設した時期は、事業運営として不安定であり、
管理者として組織管理にもっとも労力を使う時期である。
事業年数が浅いステーションの管理者が、他のステーシ
ョン管理者とネットワークが持てるように、教育機関か
ら積極的に働きかけ、管理者が情報交換する機会を設け
るなどのサポートをしていく必要があると考える。
ステーションの雇用状況では、平均常勤職員数と平均
非常勤職員数から、若干常勤者が多い結果であった。し
かし3交代や2交代の医療機関における非常勤の割合は
約4％ 19）であり、医療機関と本研究の結果を比較すると、
訪問看護ステーションでは非常勤職員が占める割合が多
いことがわかる。先行研究 18）においても若干常勤職者
が多い結果となっており、これは訪問看護ステーション
の人員組織の特徴といえる。また、雇用形態によるキャ
リアラダーの割合に常勤者と比較して非常勤者は中堅レ
ベル以上の訪問看護師が少ないことがわかった。非常勤
職員の就業理由について、家庭と両立しやすいことや訪
問看護ステーションに従事する前は就労していなかった
との回答が多いと報告があり 20）、職員の家庭環境とし
て育児中の母親や、現場から長期間離れていた者が多い
ことが推測される。そのため、非常勤職員の多い訪問看
護ステーションにおける現任教育体制として、非常勤職
員の家庭背景を考慮し、教育に要する時間を短時間にし、
回数を多くするなどの工夫が必要と考える。

2　訪問に関する職員への指導および教育体制について
まず、新入職者と既職者での「初回訪問時の指導」「単
独訪問時の設定時期」「職員の教育指導者」の回答割合に
ついて述べる。各質問ともに回答の割合が多い項目で、
職員の教育指導者の第3位が新入職者では「プリセプタ
ーを導入」、既職者では「教育担当者が担う」以外は同じ
結果が得られた。回答割合についても新入職者と既職者
と大きな差はみられていなかった。さらに単独訪問の設
定時期について、新入職者でも同行訪問後自動的に単独
訪問になる割合が多く、これらから、新入職者は就業条
件として臨床経験があることが求められ、それゆえに新
入職者は既職者と同等な即戦力として従事することが求
められていると推測できる。しかし、訪問看護に特有な
知識・技術があり、「訪問看護における医療処置」「他職
種等との人間関係と調整」「訪問看護に特有な技術」「地
域で活動するための専門的知識」「利用者や家族との人
間関係」などの困難感が報告されている 9）。臨床経験の
問題ではなく、訪問看護に従事するには、それ相応の知
識・技術が必要である。新入職者に対してどのように教
育・サポートしていくのか、入職時に明確に説明するこ
とが訪問看護ステーションを管理・運営する立場に求め
られていることだと考える。

表7　現任教育の状況
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看護職員が利用者へ初回訪問する際の指導者、また、
職員の教育指導者について、管理者が担っている訪問看
護ステーションの割合が多くみられた。管理者は、訪問
看護ステーションの運営管理業務、訪問看護サービスな
どの実務業務も担っており、管理者に業務が集中し、管
理者が組織管理に充分従事できていない現状がうかがえ
る。訪問看護ステーションの組織規模は、中小規模が多
いといわれている。福祉施設などの規模の小さい組織で
は、手順・手続きなどの標準化の遅滞、制度的に整備し
ようとする経営管理の熱意不足、役割分担の専門分化の
不成立、人事交流が少ない閉鎖的な環境などの特徴が挙
げられている 21）。このことから、小規模の訪問看護ス
テーションとしても、職員内で役割分担を明確にするこ
とは、各職員が役割を担うことで訪問看護ステーション
運営に携わっている認識や達成感が得られ、継続して従
事することにより積極的になる可能性がある。また、管
理者が職員の指導担当であることは、業務に多忙な管理
者が常に職員への相談、不安に対応できている状況とは
言い難い。新入職者にとって、疑問や不安をすぐに解消
できる環境は、就業継続への安心や自信にもつながるこ
とが考えられる。そのため、管理者以外の職員が新入職
者の指導に携わり、訪問看護ステーション全体で新入職
者を育成していくことが重要と考える。
単独訪問の設定時期として、新入職者・既職者とも同
行訪問後自動的に単独訪問になる割合が高いことから、
利用者の状況に合わせて、単独訪問が可能であるだろう
訪問看護師を配置していることが推測できる。そのため、
職員によって、訪問による経験にばらつきが生じる可能
性がある。松尾は、「熟達化には経験の長さよりも経験
の質が熟達にとって重要な要因である」と述べている 22）。
訪問看護ステーション全体の看護の質を向上していくた
めには、訪問看護師個々の看護能力を高めていく必要が
ある。訪問看護師が、援助できるであろう利用者の訪問
で経験を積むことは、訪問に自信が持てるようになるが、
訪問看護能力としては、一定のレベル以上成長していな
いことになる。訪問看護師の能力育成には、個々の訪問
看護能力を把握し、段階的に経験を積ませるような教育
プログラムが必要といえる。
看護師育成には、個々の訪問看護能力の把握は指導の
際には必須であり、単独訪問により評価が困難であれば、
各個人が評価できるような能力指標の活用が必要である。
しかし、訪問看護の技術・能力の評価方法として、他者評
価である同行訪問や面接を実施している訪問看護ステー
ションの割合が多く、評価表の活用は約4割にとどまっ
ている。他者評価では、自己の成長を実感しづらいこと
も考えられ、学習を促す効果も少ない。現任教育プログ
ラムについて、7割の訪問看護ステーションが、なんら
かの教育プログラムを作成し、実施していると回答が得

られた。しかし。プログラムタイプを問う質問では、3
割以上が無回答であり、タイプにばらつきもあり、教育
プログラム作成を模索していることがうかがえる。訪問
看護実践能力に関する研究も少なく、雇用形態も医療機
関と大きく異なる訪問看護ステーションでの現任教育に
関する訪問看護技術・能力の評価ツールや段階的に経験、
学習できるような現任教育プログラムの構築など、訪問
看護師育成に向けての大きな研究課題である。

Ⅴ　結語
本研究により、雇用形態として非常勤職員が半数を占
めキャリアラダー分布に影響していること、職員の教育
担当は管理者が担っている割合が高いこと、訪問看護師
養成講習会の認識と受講に不一致が生じていること、技
術・能力評価方法として客観的評価を多用していること
が明らかとなった。これらより、訪問看護ステーション
における現任教育の課題として、非常勤職員が継続して
就業できるような就業環境、雇用形態を考慮した教育体
制の構築、訪問看護ステーション管理者が組織運営に着
手できるような組織体制、各々の訪問看護師が自己評価
できるような評価方法の作成、段階的に経験し学習を促
進できるような教育プログラムの開発が考えられた。
なお、本研究は、政策医療振興財団平成22年度研究
助成の一部である。
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